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計 196,379 198,919 203,698 217,465 234,330
（出典：法務省・在留外国人統計をもとに筆者作成）
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する。就労許可のない来日直後に就労したり，あっせん業者が偽造在留カードや運転免許証を使
用させたり，難民認定申請が不認定となり在留資格が更新されなかったり，さまざまな理由で逮
捕・収容されたかれらは，ただ借金を抱えることになったという「成果」だけで退去強制となっ
ていく。
　技能実習生や難民認定申請者と比べて，在留期間が長く，就労制限のない「定住者」「永住者」「日
本人の配偶者等」などの在留資格をもち，定住する傾向が強いのが日系インドネシア人とその家
族である。しかし，多くの日系インドネシア人の雇用形態は派遣・請負であり，低賃金で，場合
によっては十分な社会保障も受けられないまま，けっして豊かとはいえない生活を営んでいる。
また，ほとんどが最低限の日常会話ができる程度の日本語能力しかもたず，行政その他手続きに
関する知識も不足している。
3.3　ゼミ活動による課題解決への取り組み
　東海圏のインドネシア人の課題を解決するために急務なのは，かれらが日本語能力と正しい知
識を有するための取り組みである。国際協力を実践したいという学生の希望もあり，筆者（佐伯）
が担当する3・4年次ゼミ（国際協力演習）では2017年度より毎月，インドネシア人を対象とし
た日本語教室と相談会を開催するようになった。名古屋市まで来る交通費を捻出することが厳し
く，また平日や土曜日は働いているインドネシア人のため，学生が日曜日に愛知県三河地域に出
向いている。
　日本語教室をはじめるにあたり，インドネシア人コミュニティを訪れ，そのニーズの聞き取り
調査をおこなった学生たちは，ゼミで発行した新聞で以下のように記した。
インドネシア人の多くは，日本語があまり得意ではないため，仕事や日常生活で非常に困って
いるそうです。たとえば，病院で自分の症状をうまく説明できない，ムスリムの女性がかぶる
ベールについて尋ねられたときにイスラームについて説明できないなど，多くの場面で苦労し
ているようでした［佐伯ゼミ2017］。
　なぜ愛知県にインドネシア人がいるのだろうか。どのような仕事をしているのだろうか。なぜ
日本語ができないのだろうか。どのような困難に直面しているのだろうか。イスラームとはどの
ような宗教なのだろうか。日本語を教えるという活動を通じて，学生は多くの疑問をもち，回答
を求めるようになる。これこそが，学生にとって「多文化共生」を理解するプロセスなのだ。
4．難民の子どもをめぐる課題と取り組み
4.1　東海圏における難民・難民申請者の現状
　とりわけこの数年，国内外を問わず，難民や難民申請者をめぐるニュースがメディアを駆け巡
るようになった。日本でも難民申請者数が増加しているとの報道がなされるなか，東海圏（正
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確には，名古屋入国管理局管轄内）は，関東圏（東京入国管理局管轄内）についで難民申請者
が多い地域となっている。2014年に799人，2015年に1636人，2016年（1月から8月末まで）に
1665人と，その数は年々，増加傾向にある 3）。また決して人数は多くはないものの，これまでに
ビルマ（ミャンマー），アフガニスタン，ネパールなどの人々のなかでは，法的に難民やそれに
準じた法的地位を享受できた人々もみられる。東海圏はもともと外国籍住民が多い地域ではある
けれども，そのなかには難民や難民申請者が数多く含まれているのである。
　難民は，就労などを目的として来日する移民労働者とは異なり，祖国に帰国すれば政治的迫害
を受ける恐れがあるとして，保護を求めて来日した人々である。本国情勢が改善せずに，なかに
は日本に長期間に渡って暮らす難民家族も決して少なくない。むしろ祖国から子どもを呼び寄せ
たり，日本で子どもを産み育てたりする難民家族も増え始めている。こうした家族が直面する課
題のひとつが，日本で成長する難民の子どもの教育問題である。
4.2　難民の子どもが直面する教育課題
　移民・難民研究の文脈に照らし合わせると，難民の子どもの教育は，さまざまな要因によって
規定される。受け入れ国の移民政策や同胞コミュニティの提供する資源，難民が保持する人的資
本などによって，難民の子どもがたどる教育達成の経路は異なってくる 4）。またそもそも難民の
子どもといっても，彼女 /彼らの移住背景に着目すれば，来日後に直面する課題やそれへの解決
策も変わりうる。移住背景の違いとしてしばしば言及されることのひとつは，祖国で生活してそ
の後に移住してきたか，日本で出生して成長してきているかという点である。たとえば家族呼び
寄せにより途中来日した子どもの場合，祖国と日本との教育環境の違いに直面して，来日後の言
語習得や教科学習などの際に困難を抱えてしまいがちだ。難民の子どもは両国を移動することで
教育課程の分断に直面してしまい，教育達成を目指すなかでさまざまな不利を受けてしまう。
　一方で，子どもが日本生まれであったとしても，学習面での困難が解消されるわけではない。
親が外国籍である難民家族の場合，親の言語力によっては日本の学校で習う教科学習を家庭でみ
ることができず，子どもが直面する教育的困難に適切に助言できないことがしばしば指摘される。
理解が不十分なままに成長してしまえば，学力を向上できず，教育達成には困難となってしまう
だろう。さらに学校制度や進学に対する理解も祖国と日本とでは異なるがゆえに，高等教育課程
に差し掛かるときに本人の学力や家庭の経済力などがネックとなり，進学が困難になるという事
例も目立っている。
4.3　ゼミ活動による課題解決への取り組み
　外国籍住民が数多く暮らす東海圏において，難民の子どもはよりマイノリティな存在となって
3）　東海在住外国人支援ネットワーク『報告書：第5回　名古屋入国管理局と東海在住外国人支援ネットワー
クとの意見交換会』より。
4）　難民の子どもの教育達成については，人見［2017］も参照のこと。
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いる。難民の子どもをめぐる課題や現状をふまえつつ，名古屋学院大学ではゼミ単位でいくつか
の取り組みを行ってきている。たとえば筆者（人見）のゼミでは，これまでにも東海圏の多文化
共生まちづくりの課題やその担い手を育成すべく，エスニック料理店を訪問・紹介するイベント
を企画・運営したり，県内の日本語教室で外国籍の親や子どもに日本語や学習支援に関わったり，
多文化共生NPOで聞き取りや活動紹介を行ったりしてきた 5）。こうした経験で培った経験やノウ
ハウをふまえつつ，現在，難民の子どもの教育支援に取り組み始めている。学習面での支援を中
心に，有志の学生が子どもの学校での教科学習をサポートし，また日本の学校制度について子ど
もの親などと共有するようにしている。海外で子どもを育てる難民家族にとって，慣れない異国
での教育や学習にはさまざまな困難が付きまとう。こうした生活・教育上の困りごとに対して修
正や改善のきっかけを提供し，難民の子どもの教育機会を保障できるようにと試行錯誤が続いて
いる。
　こうした取り組みは，参加する学生にとっても大きな意味を持つ。とくに自分とは異なる背景
を持ちながら成長する子どもの日常や様子にふれられるだけではなく，そこから自分の今後の
キャリアや能力アップについて省察する機会ともなる。また大学レベルでみても，大学が保持す
る様々なリソースを組み合せながら地域の課題解決に資することができる取り組みのひとつとも
言え，大学がより地域社会とのつながりを深めるうえでのケースとして発展性を持ちうるだろう。
　名古屋学院大学には，難民の子どもと同じく，外国にルーツを持ち，移民二世や三世に当たる
学生も多数在籍している。彼女 /彼らが先輩として難民の子どもの教育課題に取り組む仕組みが
できるならば，未来の後輩が直面する困難を少しでも軽減することもできるだろう。難民と教育
を言うテーマを通じて，当事者・学生・大学・地域が協働する仕組みづくりの構築が今後の課題
になって来る。
4．まとめに代えて
　本稿では東海圏の在留外国人および難民，難民認定申請者の生活を中心にその概況を通覧して
きた。現実に日本に在住する外国人は，極めて多岐にわたる在留資格を付与される（あるいは，
されない）ことで分断されている。この条件区分が，一人一人の在留外国人にとっては活動上の
大きな足枷とすらなっており，このような状態を放置したまま，かれらの人権を云々することは
困難である。とはいえ，来日・入国の意図や目的も日本入国の経緯も多様である彼らには，現実
の生活上，多くの課題が生じているのである。とくにかれらが入国して以降に日本で生まれた世
代は，かろうじて義務教育の機会が保障されてはいるものの，教育実態としての公平性が十分に
担保されているとはいい難く，将来の社会格差の元凶や温床となりかねない。そのような事情を
十分に理解したうえで，名古屋学院大学は学生とともに，いかに行動すべきなのかということを
自己決定しなければならないのである。道は遠いにもかかわらず，時間は余るほどあるわけでは
5）　これらの取り組みは，人見編［2015，2016，2017］にて報告している。
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ない。学生力に助けられて実現するであろう私たち自身の行動力が問われる所以である。
参考文献
1・2・5章（木村光伸）
幡谷則子，2001「ラテンアメリカの都市化と住民組織」アジア経済，42（6）：93―96．JETROアジア経済研究所
―，1995「ボゴタの都市化と〔大衆居住区〕問題」『発展途上国の都市化と貧困層』アジア経済研究所
研究双書　421―446
木村光伸，2016a「コロンビア・アマゾン最上流域に生きるコンキスタドールの末裔たち―その共生と対立の
村落構造―」京都大学地域研究統合情報センター研究会「熱帯森林―都市関係の社会生態学的比較研究」
（2016.3.，口頭発表）
―，2016b「熱帯雨林における共生と対立の生活構造―コロンビア入植民に見る「貧乏」の実像―」共
生社会システム学会第10回研究大会（2016.10.，津田塾大学，口頭発表）
―，2016c「FARCと開拓農民―非和解的闘争の行く末―」総合人間学会関西談話会（2016,11.，追手
門大学，口頭発表）
―，2012「フィールドワークにおける国際研究支援活動と危機管理のあり方―コロンビアの
VIOLENCIAを乗り越えて」名古屋学院大学研究年報，25：41―52
産経ニュース，「生活保護受給の外国人…」http//www.sankei.com（2018.5.3.）
清水　透，2017『ラテンアメリカ五〇〇年―歴史のトルソー―』岩波現代文庫
3章（佐伯奈津子）
川上園子，2000「インドネシア人研修生とアイム・ジャパン」『まやかしの外国人研修制度』現代人文社
佐伯ゼミ編，2017「県内インドネシア人と交流　日本語教室はじまります」『国協ジャーナル　2017年第1号』
佐伯奈津子，2018「東海圏に暮らす日系インドネシア人」『名古屋学院大学論集　社会科学編第55巻第1号』
―，2016「オピニオン　オープンカレッジ　外国人雇用特区：日本で暮らす　支援体制の拡充を」『中
部経済新聞』6月22日付
4章（人見泰弘）
人見泰弘，2017「難民受け入れと難民二世の教育―教育達成経路の多様化」滝澤三郎・山田満編『難民を知
るための基礎知識―政治と人権の葛藤を越えて』明石書店，142―147
人見泰弘編，2017『2017年度　演習　成果報告書　多文化共生体験プロジェクト―いなざわ日本語教室編』
名古屋学院大学人見研究室
―，2016『2016年度　演習　成果報告書　わくわくツアー！　名古屋で世界旅行2016』名古屋学院大
学外国語学部人見ゼミ
―，2015『2015年度　演習　成果報告書　知って！　知って！　多文化人（たぶんかびと）』名古屋
学院大学外国語学部人見ゼミ
